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〈概要〉
2022年に成立した経済安全保障推進法は、コロナ禍に

よるサプライチェーンの混乱、ロシアによるウクライナ侵
攻をはじめとする国際情勢の不安定化、さらには各国によ
る重要資源・物資の囲い込みといった状況を背景に、我が
国として重要物資を戦略的に確保するための枠組みを導入
した。その中でも半導体は「特定重要物資」と位置づけら
れ、その安定的な供給確保は、産業政策のみならず安全保
障政策の観点からも最重要課題の一つとなっている。
現在、熊本へのTSMC誘致や、北海道を拠点とするラピ

ダスへの巨額支援など、半導体産業の国内集積と誘致をめ
ぐる政策は大きな注目を集めている。本研究会では、国際
経済法――とりわけ通商法および投資法――を専門とする
研究者が、これらの誘致・支援策や産業集積の動向を国際
経済法の観点から整理・検討する。各国の補助金規律や投
資保護、経済安全保障をめぐる新たな国際秩序との関係も
視野に入れつつ、今後の理論的・実証的研究の基礎となる
論点の抽出と構造化をめざす。
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sankei@kumagaku.ac.jp までメールにてお申し込みください。
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